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１．はじめに 

 日本は世界有数の地震大国であり、これまでにも地震による数多くの被害が知られている。大地震に対して

被害を少しでも抑えるためには防災対策が必須である。その防災対策で用いられる重要な指標として震度が挙

げられ、気象庁では、震度は防災関係機関の初動立ち上がりの基準及び災害応急対策の基準としても活用され

ている。このことは、震度をはじめとする地震動の破壊力指標は、実際の被害と対応する必要がある、という

ことを意味している。しかしながら、計測震度が運用されてから、震度 6 弱あるいは 6 強を記録したにもかか

わらず、観測点周辺での被害はさほどでもなかった例がいくつか挙げられることから、計測震度の被害との対

応が問題視されている。本研究では、 木造住宅の塑性率に基づく地震動強度を評価し、考察を行った。 

2．地震動強度の評価方法 

本研究で用いた解析パターンは、周期は 0.05 秒から 0.05 秒刻みで 0.5 秒までの 10 パターン、降伏せん断力

は木造住宅を対象としていることから 100kN から 10kN 刻みで 200kN までの 11 パターン、合計 110 個の解析

モデルに対して地震動を入力して最大応答塑性率を算出する。周期および降伏応力ともに高橋・小原 1）を元

に設定した。1 質点減衰系構造物の強震時応答特性の研究として、非線形系の地震応答解析より得られた最大

応答変位とエネルギー一定則を用いて塑性率を算出する。また、解析モデルにある地震波を入力した場合に得

られる変位応答スペクトルから各周期における最大変位を用いて塑性率𝜇を算出している。塑性率𝜇は次式で

表される。 

𝜇 =
1

2
{(

𝑄𝐴

𝑄𝐵
)
2
+ 1}                   （1） 

𝑄𝐴は弾性応答水平力で剛性k、最大応答変位𝑥を用いて𝑄𝐴 = k𝑥と表される、𝑄𝐵は降伏せん断力である。 

本研究では気象庁の強震観測データより、1995 年の兵庫県南部地震（兵庫県神戸中央区中山手）、2000 年の鳥

取県西部地震（鳥取県境港市東本町）、2001 年の芸予地震（広島県北広島町有田）、2003 年の十勝沖地震（北

海道浦河町潮見）、2004 年の新潟県中越地震（新潟県川口町川口）、2016 年の熊本地震（熊本県宇城市松橋

町）の 7 つの地震波を使用して解析を行う。この地震波のうち、被害が小さかったとされるのは、鳥取県西部

地震、芸予地震および十勝沖地震である。入力地震動として水平 2 成分のベクトル和が最大となる方向を用い

る。 

3．最大塑性率と建物被害との関係                 表 1 塑性率と被災度の関係 

 塑性率は構造物や部材が塑性域に入って変形するときの比率の事

であり，構造物の被害の程度を知ることができる．塑性率と被災度

との関係を見るために木造住宅のモデルを設定して，実際の被害状

況も踏まえた上で，被災度を推定したものを本研究で使用した． 

表 1 および表 2 から, 塑性率が 8 以上から居住が困難であると考えられる 2）。 

表 2. 木造構造物の被害の状況 
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4．解析結果 と考察 図 1 から図 7 は先述した   表 3 計測震度と地震力強度および被害度の関係 

110 個の解析パターンにおける各最大応答塑性

率をグラフ化したものであり，x 軸に降伏せん

断力，y 軸に周期，z 軸に最大応答塑性率を描

いたものである．それぞれ z 軸の塑性率の目盛

りの大きさは異なるが，それぞれ各地震波が

どの周期帯に大きい最大応答塑性率が出ているのかが読み取れる．また，表 3 は各地震波の解析結果から得ら

れた地震力強度と計測震度における震度および実際の被害 3）をまとめたものである．これらの結果から，被

害が大きかったとされる地震波については地震力強度が大きくなり，被害が小さかったとされる震度について

は地震力強度が小さくなった．その他の地震動については，実際の被害との対応としては被害が大きいとされ

る兵庫県南部地震，新潟中越地震，熊本地震は地震動強度が大きく出ており，実際の被害と対応していると考

えられる．被害が小さいとされる鳥取県西部地震，芸予地震，十勝沖地震についても，地震動強度が小さく出

ており，実際の被害と対応していると考えられる．これより，地震動強度と被害の状況には相関があることが

考えられる．  

 

図 1 兵庫県南部地震  図 2 鳥取県西部地震    図 3 芸予地震     図 4 十勝沖地震 

 

図 5 新潟県中越地震    図 6 熊本地震 

5.まとめ 

 表 2 のように被害度と地震動強度に相関がみられることから,提案した地震動強度が地震の強度を表す一つ

の指標になると考えられる．ただし，木造住宅の倒壊している基準は塑性率が 15 以上であるから，今回の検討

では、その数値を大きく上回る結果も多く含まれているため被害の程度を過大評価していると考えられる．本

研究では木造 2 階建て住宅を対象とした検討であるが，実際には様々な構造物の種類があることから，それら

についての検討も必要であると考えられる．実際には海溝型地震や内陸直下型地震といった地震動の種類によ

って大きく被害状況が異なるので，それらについても考慮しながら検討を行うことが必要であると考えられる． 
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計測震度 被害度 地震動強度

兵庫県南部地震 「6」 大 802.20
鳥取県西部地震 6.0 小 565.76

芸予地震 5.0 小 268.09

十勝沖地震 5.8 小 193.2

新潟県中越地震 6.5 大 1186.56

熊本地震 5.9 大 1009.26
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